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本書の構成と使い方
ニュース検定にチャレンジするあなたを、この公式テキストが応援します。この本は毎年、最新ニュースを
盛り込んで編集し直しています。じっくり読み込んで、2018年度版「公式問題集 １・２・準２級」に挑戦して
みましょう。あなたの「時事力」がこのテキストでめきめきと上がったことを実感できるはずです。２・準２
級検定問題（45問）の約６割は、公式テキストと公式問題集から出題されます。さあ、合格証は目の前です。

PointPoint

　「米国の利益が第一。米国製品を買い、米
国人を雇用し、国境を守る」――。2017年
１月の就任演説（ ●㌻）でこう宣言したト
ランプ大統領は▽環太平洋パートナーシッ
プ協定（ＴＰＰ、 48㌻）から離脱▽不法移民
を防ぐためメキシコ国境に壁を築く——と
いった大統領令❶に次々と署名した。選挙公
約の実現に向けた言動を連発し、自身に批判的な報道を「フェイクニュ
ース」（ ●㌻）と呼んで攻撃する過激な姿勢は、物議を醸してきた。
だが派手な立ち回りのわりに実りは乏しく、目玉公約のうち、大型の法
人減税を柱とする税制改革法（2017年12月成立、 44㌻）が政権１年目
の数少ない成果とされる。オバマケア（医療保険制度改革、 ●㌻）撤廃
法案は議会の支持を十分には得られず、「国境の壁」も実現していない。
　2016年の大統領選挙を巡る「ロシアゲート」疑惑❷にも直面し、支持
率は30％台〜 40％台前半と低迷している。中間選挙❸を2018年秋に
控え、与党・共和党にとっては不安材料だ。

大型減税は実現　トランプ政権１年目

支持基盤を強く意識
　不法移民の摘発、イスラム圏からの入国禁止❶――。トランプ大統領
は選挙公約に掲げた移民や少数派（マイノリティー）に厳しい政策をその
まま実行に移そうとしてきた。支持率が低迷する中、白人労働者層、キ
リスト教右派❷といった自身の支持層だけを意識する傾向が目立つ。
　2017年、心と体の性別が異なるトランスジェンダーの米軍への新規
入隊禁止を国防総省に指示（裁判所が仮処分で差し止め）▽エルサレムを
イスラエルの首都と認定（ 121㌻）——したことも、キリスト教右派へ
のアピールを狙ったとみられている。こうした政策を支持する保守派、
嫌悪するリベラル派の分断が深刻になっている（ 右下の囲み記事）。

　外交では「力による平和」を志向
　外交面で、トランプ政権はオバマ前政権を「弱腰」と批判し、「力によ
る平和」を志向する。例えば2017年４月、「シリア内戦でアサド政権が
化学兵器を使った」と、国際法上の根拠が不明確なままシリア軍基地を
攻撃した（ ●㌻）。敵対してきた国々との対話を重視したオバマ前政権
の遺産にも批判的だ。例えば、ウラン濃縮を巡るイランとの合意（イラ
ン核合意、 125㌻）、キューバとの関係回復❸に矛先を向ける。
　2017年12月に発表した国家安全保障戦略でも、米国第一主義に基づ
く「強いアメリカ」を目指す姿勢を前面に押し出した。中国、ロシアとの
「協力関係を模索する」とうたう一方、国際秩序の現状を力で変更しよう
とする「修正主義勢力」と位置づけ、警戒感を示した。

❶大統領令
　米大統領が立法手続きを経ずに
直接、連邦政府機関や軍に出す命
令。議会の承認は不要だが、法律
とほぼ同等の効力を持つ。 
❷「ロシアゲート」疑惑
　共和党のトランプ氏と民主党の
クリントン氏が競った 2016 年大
統領選で、ロシア政府がトランプ
陣営と癒着し、クリントン陣営を
サイバー攻撃するなど選挙に干渉
したとされる疑惑。政権発足当初
に大統領補佐官を務めたフリン氏
らが既に訴追された。モラー特別
検察官が指揮する捜査は、政権中
枢に及ぶ可能性もある。
❸中間選挙
　米大統領選の中間年にある連邦
議会、州知事などの一斉選挙の総
称。連邦議会選では、各州２人の
上院（定数 100、任期６年）の
約３分の１と、下院（定数 435、
任期２年）の全議席が改選される。

分断深めるトランプ政治　米国第一主義
「１強体制」固めた習氏　中国
プーチン大統領、政権の座20年以上に

　「米国第一主義」を掲げるトランプ大統領は過激な公約の実行を目指すが、国内では分断を、
世界でも批判と混乱を招いている。中国共産党のトップとして２期目に入った習近平氏は「強
国」づくりを新たな目標に掲げる一方、国内の統制を一層強める構えだ。ロシアのプーチン
大統領は2018年の大統領選挙を経て、首相時代を含め20年以上の長期政権をうかがう。
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❶イスラム圏からの入国禁止
　トランプ大統領は2017年１月、
テロ対策を理由に、イスラム圏の
うち７カ国からの入国を一時禁じ
る大統領令に署名した。「宗教差
別だ」と複数の州から裁判などを
起こされ、裁判所から差し止めら
れた。その後も、内容を修正した
大統領令（３月）や入国規制措置

（９月）に踏み切り、そのつど裁
判所で争われる事態となった。
❷キリスト教右派
　キリスト教の「伝統的価値観」
を重視し、米国の南部、中西部な
ど保守的な地域に多い。親イスラ
エルで、同性婚や人工中絶には反
道徳的だとの理由で反対する。
❸キューバとの関係回復
　米国はオバマ政権だった 2015
年、キューバとの国交を回復した。
1961 年（キューバ危機の前年）
に国交を断って以来、54 年ぶり
の回復となった。

米社会を分断する差別問題
　米バージニア州で2017年８
月、白人至上主義者らと反対
派の衝突が起き、死傷者が出
た。トランプ大統領は「双方に
責任がある」との見方を示し、
「差別思想を擁護している」と
猛烈な非難を浴びた。戦後の
欧米社会で「絶対悪」とされる
ナチズムなどの差別思想と、
それに反対する勢力を同列に
論じ、差別する側の肩を持っ
たと受けとめられたためだ。
　一方、米プロフットボール
ＮＦＬでは、警察の人種差別
などに抗議する意思表示とし
て試合前、国歌斉唱の際に起
立せず片膝をつく行動が急速
に広がっている。トランプ大
統領は国旗・国歌への侮辱だ
と批判している。

トランプ氏の自国第一主義に賛成？ 反対？論点
●「賛成だ」
• 各国が国民の利益を第一に考えるのは当然だ。外
国と対立が生じれば、話し合いで解決すればよい。
• グローバル化のせいで仕事を失うなど不利益を受
ける人を減らすため、重要な政治姿勢だ。

●「反対だ」
• グローバル化が進む世界で、各国は自国のことだ
けを考えて行動できないし、すべきでもない。
• 人気取りのポピュリズムにすぎず、他国との信頼
関係を損なうなど長期的には国益にマイナスだ。

サイド
ミラー

　米国のニュース雑誌「タイム」は、2017年の「パーソン・
オブ・ザ・イヤー（今年の人）」に「沈黙を破った人たち」
を選び、セクハラ被害を証言した女優らを表紙にした。
　米国では映画界の大物プロデューサー、ワインスタ
イン氏のセクハラ疑惑報道を受け、女優アンジェリー

ナ・ジョリーさんらが次々と「私も被害者」と名乗り出
た。ワインスタイン氏は自ら創業した映画会社の会長
職を解かれた。これを機に、性的被害者がツイッター
で「＃ＭｅＴｏｏ（私も）」のハッシュタグ（検索目印）を
つけて加害者や社会を告発する投稿が広がった。米国
や英国では、セクハラ疑惑が報道された議員や閣僚の
辞任も相次いでいる。

タイム誌「今年の人」は「沈黙
を破った人たち」

▲

ト
ラ
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プ
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状
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ラ
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＝
２
０
１
７
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公　約 就任後の動き
●①�北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）の再
交渉か離脱

【難航】再交渉を始めたが、対立（ 50㌻）

●②ＴＰＰから離脱 【済み】離脱の大統領令に署名
●③中国を為替操作国に認定 【転換】「中国は為替操作国ではない」と明言
●④オバマケアを撤廃 【一部進展】�撤廃法案は議会で否決。税制改

革法で弱体化には成功
●⑤メキシコ国境に壁を建設 【停滞】議会の支持を得られず
●⑥イスラム教徒の入国禁止 【停滞】訴訟中
●⑦�銃を所持する権利を尊重する最高裁
判事を指名

【済み】議会が承認し、保守派の判事が就任

●⑧法人税率の引き下げ 【済み】税制改革法が成立

（
２
０
１
８
年
１
月
末
時
点
）
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関係改善なお課題　米国とロシア

南シナ海巡りつばぜり合い　米国と中国

　第二次世界大戦後、米国、英国、フランスといった
資本主義国と、旧ソ連を盟主とする共産主義圏は激し
く対立した（冷戦）。欧米諸国は軍事同盟として北大西
洋条約機構（ＮＡＴＯ）を結成し、ソ連率いるワルシャ
ワ条約機構とにらみ合った。

　ロシアを加え「Ｇ８」に
　米国と争って経済を消耗させたソ連は、冷戦終結後
の1991年に崩壊し、ロシアなど15の独立国へと分裂
した。欧米諸国は1998年、民主主義にかじを切った
ロシアを主要国首脳会議の正式メンバーに受け入れ、
それまでの「Ｇ７」は「Ｇ８」となった。Ｇ８の枠組みを
通じて、ロシアを西側に取り込もうとしたのだ。

　プーチン政権発足、「新冷戦」も
　だが2000年に就任したロシアのプーチン大統領
は、政権に批判的な人の逮捕やメディア規制など強権
的な統治を進めた。原油高もあって経済は成長したが、
人権や民主主義を尊重する欧米との溝は深まった。

　2000年代後半以降、米露関係の悪化に伴い「新冷
戦」という言葉も聞かれるようになった。2007年に
は、米国によるミサイル防衛（ＭＤ）の東欧配備計画に
プーチン氏が反発した。一方、2008年、ジョージア
に武力介入したロシアは国際社会から批判された。

　クリミア半島編入で孤立化
　2009年に誕生した米国のオバマ政権は「リセット
（立て直し）」と称し、ロシアとの関係改善を進めた。
だが、東欧諸国を次々と迎え入れ、東方へと勢力を広
げるＮＡＴＯに、ロシアは不信感を募らせた。
　その中で起きたのが2014年のウクライナ危機だ。
ロシアが隣国ウクライナのクリミア半島を一方的に編
入した。欧米諸国は非難し、米国が主導してロシアを
Ｇ８から排除した。こうして両国の関係は冷え込んだ。
　2017年に就任したトランプ米大統領は当初、ロシ
アとの関係改善に意欲を示した。だが「ロシア・ゲー
ト」疑惑（ 112㌻）もあり、ロシアとの接近には米国内
で慎重論も根強い。

　米国と中国は近年、南シナ海を
舞台にけん制し合っている。
　中国は南シナ海の大半を「九段
線❶」で囲って優先的権利を主張
し、東南アジア諸国連合（ＡＳＥ

ＡＮ）加盟国などとの間で領有権
争いが続いている。
　中国の「九段線」の主張は仲裁裁
判所の判決（2016年）で「法的根
拠がない」と退けられたが、中国
は受け入れを拒んでいる。一方、
中国による軍事要

よう
塞
さい
化を懸念する

米国は、中国が造った人工島の周
辺などで「航行の自由」作戦❷を実
施し、けん制している。
　米中両国の間には、核・ミサイ

ル開発を続ける北朝鮮への対応
や、東シナ海の尖閣諸島などを巡
る立場の違いもある。

・2017年に就任した米国のトランプ大統領は「米国（①　　　　）主義」を掲げ、過激な言動を繰り返してきた。
・2016年米大統領選挙におけるトランプ陣営とロシア政府の癒着疑惑は「（②　　　　　　）」疑惑と呼ばれる。
・2017年に死去した劉暁波氏は、中国共産党の独裁を批判する「０８（③　　　　　）」の起案を主導した。
・中国は（④　　　）海に「九段線」を設定し、東南アジアの国々や米国と対立している。
・ロシアは2014年、ウクライナの（⑤　　　　　）半島を一方的に編入し、「Ｇ（⑥　　　）」から排除された。

 理論面でも権威づけ　２期目の習氏

　中国共産党は2017年10月、党大会（５年に１度）
を経て、習近平氏（国家主席）＝写真＝を総書記（党
首）に再任し、習氏をトップとする２期目の指導部
を発足させた。習氏は最高指導部（政治局常務委員）
に「ポスト習」（５年後の後継者）候補を登用しなか
った。「習１強体制❶」が盤石となり、習氏は２期目
が終わる2022年以降も、権力を維持する可能性が高い。

　「強国」築く新目標　2049年の建国100周年へ
　「中華民族の偉大な復興という中国の夢」を掲げる習氏は１期目の５年
間で、米国を意識した「責任ある大国」に中国を押し上げようとしてき
た❷。2017年の共産党大会冒頭の政治報告で習氏は、建国100周年の
2049年までに「富強・民主・文明・調和の美しい社会主義現代化強国」
を築くという新たな目標を打ち出した。その目標を理論面で支える指導
理念「習近平による新時代の特色ある社会主義思想」が、党の憲法とも言
える党規約に、新たな「行動指針」として明記された。
　とはいえ、習氏が語る「民主」は、西側社会と異なる概念だ。これまで
もインターネットや言論などへの統制を徹底的に強化しており❸、習氏
は「党が一切を指導する」と強調している。

❶習１強体制
　習氏は 2016 年、党の「核心」
に位置づけられた。建国の父・毛
沢東、「改革開放」で経済成長を
成し遂げた鄧小平と同列の扱い
で、別格の最高指導者と認められ
たことになる。指導者名を冠した
政治思想が「行動指針」として党
規約に入ったのは、この２人に次
いで３人目だ。さらに、習氏の名
前を冠した政治思想を中国憲法に
明記する改正案を、2018 年３月
の全国人民代表大会（全人代＝国
会）に提案することが同年１月、
党中央委員会総会で決まった。
❷例えば、貿易や人的交流の拡大
を目指す「一帯一路」構想を打ち
出している（ 46㌻）。
❸例えば「グレート・ファイアウ
オール」という独自技術を使い、
グーグル、ツイッター、フェイス
ブックなど一部海外サイトへの中
国からの接続を遮断している。

プーチン氏さらに６年
　ロシアのプーチン大統領は
2018年３月の大統領選挙で再
選が確実な情勢だ。2000年の
初当選から、首相時代を含め
て18年間権力の座にあり、新
たな任期６年間を全うすれば
旧ソ連時代の独裁者スターリ
ンに匹敵する在任期間となる。
　反政府デモを主導してきた
野党指導者ナワリヌイ氏は、
過去の有罪判決を理由に、立
候補すら認められなかった。
ナワリヌイ氏は「立候補を阻
むための政治的な判決で、不
当だ」と訴えている。

　中国共産党が軍や政府を指導する中国では、党
人事が各種政策に大きな影響を与える。特に党の
最高指導部である政治局常務委員は、日常的に党
の活動全般を指導し、対外的に党を代表する。
　常務委員の中から党の最高指導者である総書記
が選ばれ、近年は、全国人民代表大会（全人代）で国家主席（国家元首）にも選出さ
れる。ほかの常務委員も国務院（中央政府）や全人代など重要機関のトップに就く。

� 中国共産党の主な組織

　中国の民主活動家で、ノーベル平和賞を受賞した劉
暁波氏が2017年７月、死去した。61歳だった。
　劉氏は中国の民主化を求めたことが罪に問われて
2010年、服役した。末期がんと診断されて2017年６
月、刑務所から病院に移った。本人や家族は海外での
治療を望んだが、政府は出国を認めなかった。 
　欧米諸国は出国を認めなかった中国政府を批判し、
全ての「良心の囚人」（非暴力だが、言論や政治思想・

宗教などを理由に逮捕された人）の釈放を改めて求め
た。「内政干渉だ」と反発する中国は、劉氏を追悼する
国内の動きを抑え込み、一党独裁体制を脅かす価値観
を徹底排除する姿勢を示した。
　劉氏は、中国共産党の独裁を批判し、自由や民主の
尊重を求める宣言文「０８憲章」（2008年発表）の起案
を主導した。2010年のノーベル平和賞は獄中での受
賞となり、授賞式にも出席できなかった。

民主活動家の劉氏、死去　海外治療認められずCheck!級 合格へ
ココも2

❶九段線……中国は、この破線に囲
まれた海域には、歴史的権利に基
づき管轄権が及ぶと主張してきた。

❷「航行の自由」作戦……国際法で保
障されている海空の「航行の自由」を
守るため、海洋権益が過度に主張
される海・空域に米国が軍の艦艇や
航空機を派遣する作戦。トランプ政
権も2017年、南シナ海で実施した。
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政治局員 25人政治局員 25人

中央委員 約200人

中央候補委員 約170人

共産党員 約8900万人

政治局政治局常務委員7人

総書記1人

▲中国共産党の組織図

時事力
Basic 制度の基本や論議のポイントを押さえよう

チェック問題

（解答例は143㌻をごらんください）
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●この本で使う用語のご案内
　この本の中で使う用語（人名や団体名、国名な
どの固有名詞を含む）は原則として、一般の新聞・
テレビのニュースで日ごろ使われている表記（略
称を含む）にならっています。ただし、報道機関
によって表記が異なる場合は、毎日新聞の表記に
ならっています。一部の用語はその記事で初めに
出てきた時に限り正式名称を使っています。
　海外のできごとの日付は原則として、現地時間
に基づいて表記しています。

これは使える！ 学校の授業にも
　「いま」を読み解くための重要テーマを整理したこの本は、社会（公
民的分野）、公民の学習を深めるのにもうってつけです。地理歴史、家
庭、情報などの学習とも多くの接点があります。ぜひ学校の勉強にも
役立ててください。
　中学・高校の教科書（主な内容）とこの本の対応がひと
目で分かる「教科書対照表」は、ニュース検定の公式サイ
トでごらんになれます。スマートフォンをお使いの方は右
のＱＲコードを読み取れば、簡単にアクセスできます。

要 点 テーマのポイントです。このポイントを
頭に入れて、解説を読み込みましょう。

解 説 テーマを理解するための分かりやすい解
説は、このテキストの中心です。精読しましょう。

注 釈 分かりにくい用語を丁寧に解説している
ほか、解説部分の背景などについても詳しく説明
しています。

時事力Basic　　　　　制度の基本や論議のポイント
などを解説しています。テーマの内容や日々の
ニュースを理解する手助けにもなります。

　　　　　　　　　　　　
２級合格をめざす人は、こ
のコーナーもしっかり読ん
でおきましょう。

写 真 豊富な報道写真の中
からテーマに沿った象徴的な
ショットを掲載しています。

図 解 解説の理解を助けるグ
ラフやイラストを配置していま
す。忘れずに目を通しましょう。

チェック問題　　　　　テーマの内容からピックアッ
プした穴埋め問題です。テキストの内容を理解で
きたか確認してみましょう。実際のニュース検定
の問題は四肢択一です。

論 点 　賛否が割れている時事問題について、
賛成、反対それぞれの主な根拠を簡潔に紹介しま
す。検定対策のほか、小論文対策、主権者教育に
おける一資料としてもご活用いただけます。

　テーマに関連するトピックを
ひろいました。解説ですくいきれない視
点を提供し、理解を多角的に深めます。
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